


 新型コロナウイルスなどの影響を受け、事業
の縮小を余儀なくされた企業が従業員に支払う
休業手当を助成する「雇用調整助成金」につい
て、大阪労働局への5月の申請件数は3万3970
件で今年最多となった。4月25日から大阪などに

発令されている新型コロナの緊急事態宣言の影
響が出ているとみられる。 
 労働局によると、2020年春以降のコロナ禍で
は徐々に申請が伸び、ピークは同年10月の4万
1529件。それ以降、1万件台後半で推移してい
たが、今年3月に2万6248件と一気に増え、4月も
2万8172件と再び増加傾向にある。長引く緊急
事態宣言への対応として政府は6月末としてい

た雇用調整助成金の助成率や上限額の特例措
置を7月末まで延長する方針を決めている。 
   毎日新聞6月11日 

この2つの助成金のおかげで大量の失業者

が一挙に噴出するのがおさえられる効果が
ありました。しかし建設業の日雇い労働者
までは届いていないと思いまする 

長い緊急事態宣言は解除されましたが蔓延防止重点特別措置でまだつづきます。 
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